
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        平 成 26 年 度   
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1　港区基本計画事業の確実な実施

○　平成26年度計画事業

　　分野別計画及び地区版計画書の施策を、次のとおり予算化しました。

事業数

都心の活力と安全・安心・快適な暮らし
を支えるまちをつくる

33事業 86億 1,729万円 

環境にやさしい都心をみなで考えつくる 13事業 1億 6,840万円 

46事業 87億 8,569万円 

地域の課題を自ら解決できるコミュニ
ティをつくる

1事業 3億 5,390万円 

港区からブランド性ある産業・文化を発
信する

10事業 9億 8,195万円 

11事業 13億 3,585万円 

明日の港区を支える子どもたちを育む 12事業 96億 8,403万円 

生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住
を支援する

23事業 138億 1,670万円 

35事業 235億 73万円 

芝地区版計画書 12事業 4,329万円 

麻布地区版計画書 12事業 4,280万円 

赤坂地区版計画書 9事業 3,380万円 

高輪地区版計画書 12事業 3,893万円 

芝浦港南地区版計画書 13事業 3,823万円 

58事業 1億 9,705万円 

基本構想に基づく諸施策の実効性を担保
する

1事業 13億 6,875万円 

行財政改革を推進する 1事業 18億 5,164万円 

2事業 32億 2,039万円 

152事業 370億 3,972万円 

基 本 計 画 上 の 位 置 づ け 事　業　費
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　現行の港区基本計画の最終年度にあたる平成26年度予算においては、計画目標

を達成するために必要な事業費を計上し、港区ならではの質の高い行政サービス

を確実に実施していきます。



２ 基金の有効活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平成 26 年度基金活用状況＞ 

区  分 基金充当事業 繰入額 

財 政 調 整 基 金 緊急暫定保育施設など  44 億円

公 共 施 設 等 整 備 基 金 田町駅東口北地区公共公益施設整備など 132 億円

教 育 施 設 整 備 基 金 朝日中学校通学区域小中一貫教育校建設など  94 億円

震 災 対 策 基 金 夕凪橋架替など  8 億円

定 住 促 進 基 金 コミュニティバス運行、電線類地中化整備   7 億円

高 齢 者 安 心 定 住 基 金 特別養護老人ホーム増床支援など   3 億円

地 球 温 暖 化 等 対 策 基 金 新エネルギー・省エネルギー機器等助成事業など   2 億円

安 全 安 心 施 設 対 策 基 金 エレベーター更新工事など   2 億円

特
定
目
的
基
金 

そ の 他 の 基 金 文化芸術活動サポート事業など   2 億円

合 計 294 億円
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※ 財政調整基金は、経済状況の著しい変動等による年度間の財源の著しい増減を調整し、長期的視点から 

財政の健全な運営を図ることを目的とする基金です。

平成 26 年度は、基本構想の策定段階から区民の参画を得て整備を進めてきた

田町駅東口北地区公共公益施設｢みなとパーク芝浦｣をはじめとした大規模施設

が完成するほか、待機児童対策の推進など喫緊の課題に引き続き取り組みます。

 これらに対応するため、公共施設等整備基金などの特定目的基金 250 億円、

財政調整基金については44億円の合計294億円をその設置目的に基づき効果的

に活用していきます。 

87

＜基金活用状況の推移＞ 

※ 基金活用状況の推移は、平成 9～24 年度は決算額、25～26 年度は当初予算額です。 

※ 17 年度については、仮称南麻布四丁目高齢者保健福祉施設等用地及び仮称高輪子ども中高生 

プラザ用地購入のため、公共施設等整備基金（207 億円）を繰入れています。 
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３ 復興増税を活用し実施する緊急防災・減災事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 23 年 11 月 30 日成立の「東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施

する防災のための施策に必要な財源の確保に係る地方税の臨時特例に関する法律」

(平成 23 年法律第 118 号)に基づいて、区では「港区特別区税条例」の一部を改正し、

26 年度から 35 年度までの 10 年間にわたり、特別区民税について一人あたり年 500

円を増額し徴収します。なお、その財源は 27 年度までの防災・減災対策事業に活用

します。 

 これまでも、区民の生命と財産を守る安全確保の実現のための取組として、23 年

度には、「短期集中的な災害対策等の充実・強化」「公共施設や都市基盤の見直し」、

24 年度には、「港区防災対策基本条例に基づく事業の実施」など、防災対策を進めて

きました。26 年度予算では、今後確実に発生が予想される大震災に備えた防災・減

災対策事業のうち、広く、多くの区民にとって、より効果的な事業に活用します。 

26 年度及び 27 年度に実施する取組事業と歳入予算  

・歳入額 年間 約 6,700 万円 

    増税期間（26 年度から 35 年度）の総額 約６億 7,000 万円 

    

<26 年度の取組>                              

事業名 事業概要 事業費 

災害対策本部機能代替防

災拠点整備 

区役所本庁舎に備えている災害対策本部機能

を田町駅東口北地区公共公益施設（みなとパ

ーク芝浦）に整備し、災害対策本部機能代替

防災拠点として運用します。 

4 億 5,303 万円

建築物耐震改修等促進 

特定緊急輸送道路沿道の非木造建築物を対象

に耐震診断、補強設計、耐震工事、建替え・

除却に要した費用の一部を助成します。 

20 億 6,000 万円

橋りょうの整備 
橋りょうの定期的な点検をもとに、補修や耐

震補強などの工事を実施します。 
1 億 6,308 万円

道路構造物総点検 
道路構造物(トンネル、街路灯等)について総

点検（定期点検）を実施します。 
2,089 万円

26 年度事業費総計 26 億 9,700 万円 (うち一般財源：9億 0,992 万円) 
 

<27 年度の取組予定事業及び事業費> 

・建築物耐震改修等促進 24 億 5,000 万円 ・橋りょうの整備 2億 4,917 万円 

27 年度事業予定額  26 億 9,917 万円   



４ 事務事業評価の実施 
 

平成 25 年度の事務事業評価については、455 事業について事業の必要性、効果

性、実施手法の効率性などについて評価を行いました。その結果について、26 年

度予算に反映しました。 

 

 

 

 

 

○ 25 年度事務事業評価結果 

  事務事業評価の対象となる事業は、昨年度、評価の対象外としていた法律等に基

づく事務事業を評価の対象に加え、全 1,558 事業のうち、区の判断で廃止等ができ

ない法定受託事務を除く 455 事業とし、その全てについて評価を行いました。なお、

廃止、縮小と評価された事務事業の 25 年度予算額は、271 万３千円です。 

（単位：事業） 

 最終評価 一次評価 二次評価 三次評価 

拡充 １５ １６ １６ １０

継続 ４３３ ４３１ １８７ １０

縮小 ４ ７ ５ ３

廃止 ３ １ ６ ３

計 ４５５ ４５５ ２１４ ２６

   

予 算 編 成 

Plan（計画) Act（改善) Check（評価) Do（実施) 

予算決定 予算の執行 予算要求・査定 決算・事務事業評価結果 

一次評価 

二次評価 

三次評価 

反映 

事務事業評価 

所管課による自己評価 

行政評価委員会事務事業評価部会による評価 

（内部職員による評価） 

行政評価委員会による評価 

（外部委員を含めた評価） 

 

  



５ 職員提案制度の実施 

 

 

 

 

 

 

区民サービスの第一線で職務に従事する職員の声を施策に反映させることで、

実情に応じた方法で課題を解決し、区民サービスの更なる充実を図るとともに、

職員の能力活用及び積極的かつ自発的な提案を促すことで政策立案能力の強化、

事業提案意欲の向上を図り、職員の人材育成につなげます。 

○ 職員提案制度の仕組み 
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○ 職員提案制度により提案された事業 

職員から提案のあった４つの事業について、提案の内容を踏まえた検討を行った

結果、平成 26 年度は、経費が必要な３つの事業について事業費を計上しました。 

提 案 事 業 名 予算額 頁 

１ １日保育士体験「パパ・ママ！次はあなたの出番です！」 75 千円 44 

提案内容 
区立保育園で園児の保護者を対象に保育士体験を実施し、育児支援の充

実を図ります。 

２ デジタルサイネージを活用した区政情報の発信 30,800 千円 39 

提案内容 
区有施設等の待ち合いスペースを活用し、区政情報を発信することで、区

民が情報を入手できる機会を増加させます。  

３ 再利用可能な封筒の活用 409 千円 54 

提案内容 
区が送付する封筒を再利用可能なものとし、広報媒体としても活用しま

す。 

４ 新規交通サービスの導入の可能性について －（注１）

提案内容 
 集合タクシーによる新たな地域交通サービスの導入の可能性を社会実験に

より検証することについて、提案がありました。 

  

（注１） 新規交通サービスの導入の可能性については、地域交通に関する調査・検討を行う既存事

業の中で継続して検討することから、予算額は表記していません。 
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